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現在、地元東大阪市を中心に政

治活動を続けています。落選を

経験し、永田町から離れた場所

で国会を見て、今の政治がいか

に国民からかけ離れているのか

を痛感しています。

「『選挙に勝つための政策』から『未

来に責任が持てる政策』に転換し

ない限り、この国の未来を切り開

くことはできない。このままで

は日本がダメになる。」悔しい気

持ちは大きくなるばかりです。

浪人でも、生身の人間「むねきよ

皇一」にできることは沢山ありま

す。今の自民党を変える。その先

の未来をつくる。強い気持ちで自

らを厳しく戒め、何事にも挑戦し

ます。

私の「挑戦」にお力をお貸しくだ

さい。

ご挨拶

前衆議院議員

８月９日東大阪生まれ
東大阪市玉川小学校卒業
東大阪市玉川中学校卒業
大阪府立花園高等学校卒業
龍谷大学・文学部・文学科英文学卒業
民間企業に３年間勤務
塩川正十郎氏の秘書として仕える
大阪府議会議員選挙初当選（連続２期）
第４７回衆議院議員総選挙初当選（連続３期）
経済産業担当大臣政務官・内閣府大臣政務官
内閣府大臣政務官・復興大臣政務官
自民党大阪府連会長就任

昭和４５年
昭和５８年
昭和６１年
平 成 元 年
平 成 ６ 年
平 成 ６ 年
平 成 ９ 年
平成１９年
平成２６年
令 和 ２ 年
令 和 ３ 年

むねきよ皇一 プロフィール

東大阪商工会議所 顧問
大阪府アーチェリー連盟 会長
大阪府印刷工業組合 政治顧問
近畿そろばん連合 顧問
東大阪市ソフトテニス協会 顧問
東大阪市テニス協会 名誉会長
東大阪市バスケットボール協会 顧問
東大阪珠算協会 常任顧問
東大阪美容師会 顧問
・・・・など

企業訪問

街頭演説

ポスター掲示

現場視察

駅頭活動

YouTube
大阪モノレール
延伸事業の
問題について
話します

中小企業 ×むねきよ
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ボランティア
募集！！

事務作業、ポスター張り
替え、ポスティング、活
動写真撮影等お手伝いを
お願いします。

上記入力フォー
ムかお電話でお
知らせください

watch

kokusei
日本は国際秩序の維持、自由経済の発展の

ため、献身的に汗を流し国際社会で確固た

る立場を築き上げてきましたが、国際協調

ばかりではなく「自国と自国民の利益の最

大化」をもっと追求する姿勢が必要です。

そして、国益や時代にそぐわない国際合意

に対して改める勇気を持たなくてはなり

ません。

円安等により、外資による企業や不動産の

買収が増えています。また、FIT 事業 ( 太

陽光発電、陸上風力発電など )が数社の中

国企業によって運用され、土地も買収され

ています。「自由経済」という建前の下に

国益を守ることを放棄する「不作為」は

絶対に許されまません。政府はジャパン・

ファーストで毅然と国益を防衛するべき

です。

日本の外交
政策の転換

激動する世界情勢に
不安。政府は国家・
国民を守ることがで
きるのか？

米国トランプ
政権 日米首脳会談では、安全保障・経済・エネルギーなど

の分野で日米同盟の連携強化の再確認がなされました

が、外交交渉はこれからも続きます。

日本は米国にとって「最大の投資国」、「経済のパート

ナー」です。この原理原則をトランプ大統領に説くし

かありません。また、米国は中国との競争に於いて、

先端技術も基礎産業も単独ではその優位性を維持でき

なくなっています。日本の産業の強みで補完すること

こそが日米関係を更に強化し、かつ日本の産業発展も

実現し、加えて中国に対する優位性を維持する唯一で

最良の方策です。

同時に、米国のみならず、他国からも必要不可欠とさ

れる戦略物質や技術に対して、政府として投資をして、

磨き積み上げていく事こそが求められています。

米国の一方的な関税
政策にどう向き合う
のか？

安全保障
環境の
悪化

米・中・露などの大国が、自国の利

益を剥き出しに自国の利益だけ優先

する外交を展開しています。

食料やエネルギーなどを他国に多く

依存している我が国にとって、大国

の一方的なルール変更は死活問題と

なります。

諸外国との意思疎通を強化し、ルー

ルに基づく貿易ができるよう、日本

の総理がリーダーシップを取るべき

時です。そのために、現下の状況は

国の存続に関わる緊急時であるとの

認識を与野党が共有し、総理の時間

を国会に拘束するのではなく、外交

日程に振り向けるべきです。

今こそ、日本の総理が世界中を飛び

回り、「自由貿易の騎手」になるべ

きです。

諸外国との関係
が緊迫感を増し
ています。
日本が取るべき
行動は？

物価高騰対策

政府のこれまでの対策は不十分だと

感じます。円安による輸入物価の上

昇が価格を押し上げ、生活を圧迫して

います。また、米価も予想を超える値

上がりです。

政府は賃上げを進めていますが、中小

零細企業は厳しい経営環境が続いて

おり、物価上昇に追いつく程十分な賃

上げが出来ていないのが現状です。

解決策の一つとして、中小零細企業に

対する価格転嫁対策を強化すると同

時に、賃金が物価を上回るまでの間、

社会保険料（企業分、個人分）の負担

を大幅に軽減するなど手取りを増や

す政策を進めるべきです。

また、行き過ぎた円安を是正し、輸入

物価を下げる、安全が確認された原発

を最大限活用してエネルギー価格を

下げるなどの対策を講じるべきです。

物価高騰が止まりません。
政府として取り
組むべき政策は？

自由民主党大阪府第十三選挙区支部

前衆議院議員むねきよ皇一事務所
住所　東大阪市荒川 1-13-23

電話　06（6726）0090

FAX　06（6726）0091


